
１　財政分析編

（１）市町村を取り巻く状況

○　平成２９年度の府内市町村（京都市を除く）の決算状況は、景気の回復基調を背

　景に、歳入面では地方税収入が増加したものの、歳出面では、社会保障関係経費が

　増加したこと等により、実質単年度収支は17団体が赤字（平成２８年度１６団体）

　となり、基金からの繰入に頼らざるを得ない厳しい状況が続いています。

○　財政の弾力性を示す経常収支比率においても、府内平均が９４．９％と平成２８

　年度から１．２％上昇し、全国平均の９２．８％を２．１％上回っており、経常経

　費の増加により府内市町村の財政状況がより硬直化したものになっていることがう

　かがえます。

○　経常経費の中で大きな割合を占めるのが人件費・扶助費・公債費からなる義務的

　経費となりますが、これらの経費については短期間に費用を削減することが難しい

　性質があり、義務的経費の増加は財政の硬直化を招きます。

○　近年自然災害が多発し、災害復旧事業費等緊急の支出を余儀なくされるケースが

　増えており、義務的経費の割合が高い状態であると、自由に使える財源が少なく、

　多額の基金を取崩すこととなります。

○　今回の特集においては特に義務的経費に着目し、中長期的にみた変化の特徴から、

　今後の市町村財政運営の展望と課題についてみていきたいと思います。　

資料Ⅰ　経常収支比率の構成割合（グラフ上部の数値は京都市を除く府内市町村平均の経常収支比率）

　特集　義務的経費からみる市町村財政状況の展望と課題
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（２）義務的経費の推移

○　義務的経費はこの１０年間で約２割増加しています。人件費については、市町村

　の行財政改革の努力により常勤職員数を削減し、費目としてはこの１０年間で減少

　してきたところですが、臨時職員の賃金は物件費に分類されていること等から、分

　析の際には、行政コスト全体として削減できているかという点について注意が必要

  です。

○　公債費については、平成２０年度と比較すれば減少しているものの、近年は臨時

　財政対策債の元利償還金の増加により、概ね横ばいで推移しています。

○　義務的経費の主な増加要因は、扶助費・社会保障関連繰出金となりますが、これ

　らの経費は平成２２年度以降子ども手当（現児童手当）の支給額が大幅に引き上げ

　られたことで大幅増となり、その後も高齢化の進展等により逓増しています。　

資料Ⅱ　義務的経費の推移①（グラフ上部の数値は京都市を除く府内市町村合計額）

資料Ⅲ　義務的経費の推移②
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（３）人件費等の推移

○　資料Ⅳは人件費の内訳と賃金（物件費）の１０年間の推移を示しています。

　　現在、臨時職員の賃金については、地方財政状況調査上人件費ではなく物件費の

　賃金に分類されていますが、職員全体にかかった給料を分析するという観点で、賃

　金も含めて人件費等を分析しています。

○　行財政改革の努力により、職員数（常勤職員数。総務省定員管理調査による。）

　はこの１０年間で減少傾向にあり、それに伴い、基本給や退職金についても減少傾

　向にあります。

○　一方で、臨時職員の給与である賃金（物件費）や時間外・休日勤務手当、委員等

　報酬（資料Ⅴのとおり、非常勤職員報酬が大部分）は増加傾向であり、職員数の減

　少による人手不足を臨時職員等や時間外・休日勤務により補うような状況になって

　いる可能性があります。

○　常勤職員の削減については、今までの行財政改革の取組の中で進められてきてお

　り、行政の担うべき仕事は減っていないという前提に立つと、このグラフからは、

　業務自体の削減や効率化を行なわなければ、ただ単に職員数を減らしただけでは、

　行政コスト全体の削減につながらない可能性があることを示唆しています。

資料Ⅳ　人件費等（一部物件費を含む）及び職員数（普通会計）の推移

※職員数は普通会計に属する職員のみを対象とし、公営企業会計に属する職員数は除きます。

※物件費に属する賃金を含んでいるため、合計値は人件費総額と一致しません。

※人件費その他には地方公務員共済組合等負担金、特別職の給与、議員報酬手当等を含みます。
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○　人件費の関係では、平成３２年度から会計年度任用職員制度が導入されます。

　　会計年度任用職員制度は、地方公務員法及び地方自治法の改正により創設された

　制度で、一般職の会計年度任用職員制度を創設し、任用、服務規律等の整備を図る

　とともに、特別職非常勤職員及び臨時的任用職員の任用要件の厳格化を行い、適正

　な任用を確保する制度です。

○　この決算上の影響としては、現在物件費に分類されている臨時職員の賃金が、フ

　ルタイムの会計年度任用職員については人件費に分類されるようになるほか、会計

　年度任用職員に対しては期末手当を支給できるようになるため、今後人件費が大き

　く増加する可能性があります。

○　人件費の見直しをする際に留意すべきこととして、自団体の事務事業の量を正確

　に把握し、見直し前と見直し後の費用の純減分がどれだけあるかを確認しなければ

　なりません。

　　単に職員を削減したり、時間外勤務を抑制したりすることは業務の質の低下を招

　く可能性があるため、既存の業務プロセスを一から見直し、マニュアル化できる業

　務はマニュアルを作成して業務を効率化したり、職場全体の業務量を調査して職員

　を適正に配置する等、費用対効果を上げるような業務改革（BPR）の取組が必要に

　なると思われます。

○　また、業務効率化の手法の一つとしてロボットによる業務自動化（RPA）があり、

　ソフト開発により業務の自動化を図り、短縮できた時間をより創造的な業務に充て

　るようにするといった手法も、将来的に活用できるようになると考えられます。

資料Ⅴ　平成２９年度委員等報酬の内訳の推移（グラフ上部の数値は京都市を除く府内市町村合計額）

※平成２２年度以前は地方財政状況調査上委員等報酬の内訳がないため記載していません。
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（４）扶助費等の推移
○　扶助費及び社会保障関連経費繰出金の推移については、少子高齢化の進展等に伴
　い、全体として増加傾向にあります。

○　扶助費の内訳を見ると、老人福祉費の規模が極めて少なくなっていますが、それ
　は老人福祉費の大部分が繰出金等のうち、後期高齢者医療事業・介護事業への繰出
　金等に分類されているためです。
　　高齢化の進展や介護事業の事業として介護予防・日常生活支援総合事業が創設さ
　れたこと等に伴い、これらの繰出金等は増加傾向にあります。

○　社会福祉費の内訳としては、障がい福祉関係経費が大きな額を占めています。近

　年障がい者手帳所持者が増加していることに加え、障害福祉サービスが積極的に活

　用されるようになってきたため、大きく費用が増加しています。

○　児童福祉費は、平成２２年度に子ども手当（現児童手当）の支給額が大幅に引き

　上げられたため、大きく増加していますが、近年の核家族化や共働き家庭の増加と

　いった社会情勢の変化に伴う保育需要の増大により、増加傾向にあります。

○　資料Ⅵに示されている経費の多くは、決算上の目的別の分類によると、民生費に
　分類されるものであり、目的別の分類と性質別の分類のクロス分析が有効です。

資料Ⅵ　扶助費及び社会保障関連経費繰出金等の推移

※社会福祉費・老人福祉費・児童福祉費・生活保護費・その他は扶助費の内訳であり、介護事業・

　国民健康保険事業・後期高齢者医療事業会計は、繰出金等の内数です。
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○　資料Ⅶは、民生費の内訳の推移と人口の推移を示したものです。この１０年で人
　口が１．８％減少する中、民生費全体は４６．６％増となりました。

○　また、６５歳以上人口が２６．５％増加している中で、老人福祉費は２９．６％
　増加する一方、５歳未満人口は１３．７％減少する中、児童福祉費は４８．９％増
　加しています。

○　障がい福祉費を中心とした社会福祉費については、６５．６％増加しており、社

　会保障関連経費の増加要因としては、高齢化だけでなく、少子化対策としての児童

　福祉費の増加や、障がい福祉費の増加が大きな要因となってきています。

資料Ⅶ　民生費及び人口の推移

※人口は１月１日時点の住民基本台帳人口。ただし、平成２４年度以前は３月３１日時点の住民基

　本台帳人口。

○　社会保障関連経費は引き続き増加しており、今のところ少子高齢化に歯止めがか

　かる見込が立っていない以上、今後も増加傾向にあると見込まれます。

○　今後予定されている消費税率の引上げと同時（平成３１年１０月１日）に幼稚園、

　保育所、認定こども園等を利用する３歳から５歳の全ての子供たちの利用料の無償

　化といった、幼児教育の無償化が国の施策として進められます。

○　地方負担額については、平成３１年度は全額国費負担、平成３２年度以降も全額

　交付税に算入するとされていますが、人口が減少局面にあり、特に５歳未満人口に

　至っては１０年間で大きく減少している中で、今回の幼児教育の無償化により、保

　育需要が喚起されることが予想されます。

31,835  34,260  36,886  37,846  40,892  41,737  47,053  49,422  52,810  52,724  

27,190  28,675  29,197  31,947  32,077  32,707  
34,134  34,003  

34,382  35,244  

45,257 
47,162 

62,215 
63,548 60,917 63,535 

68,467 64,214 
64,869 67,406 

16,765  
17,961  

19,254  
19,851  20,895  

21,026  

21,646  22,021  

21,834 21,962  

17  
8  

49  
80  338  

664  

758  309  50  106  

1,169  1,167  1,165  1,161  1,167  1,165  

1,160  1,155  

1,151  1,147  

266  273  276  283  298  307  318  326  332  337  

51.821 51.385 50.936 50.058 49.029 48.189 47.125 46.188 45.461 44.724 
0

200

400

600

800

1000

1200

1400

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

千人 百万円 

年度 

社会福祉費 老人福祉費 児童福祉費 生活保護費 

災害救助費 人口 65歳以上人口 5歳未満人口 



（５）公債費等の推移
○　資料Ⅷは、普通会計における公債費と、公営企業会計における地方債元利償還金

　に対する一般会計からの繰出金、そして、実質公債費比率の算定の際に用いる公債

　費等に対する交付税措置額の推移を示したものです。

○　近年、臨時財政対策債を除く元利償還金については減少傾向である一方、臨時財

　政対策債の元利償還金については、起債残高の増加に伴い増加傾向にあります。

○　一方、公営企業の地方債償還に充てる繰出金については、増減はあるものの、ほ

　ぼ横ばいで推移しています。公営企業への繰出金については、下水道事業への繰出

　金が大きな額を占めていますが、府北部地域を中心に引き続き整備を行なっている

　地域もあります。

○　公債費及び公営企業会計の地方債の償還に充てる繰出金の総額については、概ね

　横ばいで推移していますが、交付税措置額は上昇傾向にあります。

　　これは、発行可能額の１００％が普通交付税措置される臨時財政対策債の残高が

　年々増加し、公債費に占める割合が高まっているためです。

○　注意すべきことは、公債費及び公営企業会計の地方債の償還に充てる繰出金の総

　額に対して、交付税措置額が低い団体については、交付税措置の少ない事業債を多

　く起債している可能性があり、後年度に公債費は膨らむが普通交付税は伸びないと

　いう状況に陥り、財政が逼迫するので、基金を積み立てて負担に備える等、慎重な

　対応が必要だということです。

資料Ⅷ　一般会計の公債費、公営企業会計の地方債の償還に充てる繰出金及び交付税措置の推移

※交付税措置については、実質公債費比率の算定に用いる交付税算入額を使用しています。

※一時借入金の償還額を除いているので、公債費と一致しません。
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○　資料Ⅸは、地方債残高の事業債別の内訳を示しており、今までどのような事業債

　が起債され、今後公債費としてどのような事業債の償還があるかを示しています。

○　地方債残高を見ると、旧合併特例事業債（合併市町のみが起債可能）、過疎対策

　事業債・辺地対策事業債（過疎地域・辺地地域所在市町村のみが起債可能）といっ

　た普通交付税による措置が有利な起債が積極的に活用されてきたことが分かります。

○　事業別に見ると、学校整備事業や道路整備事業が積極的に実施されていますが、

　それらと比較すると、公営住宅や社会福祉施設の地方債残高は少なくなっています。

　　また道路整備事業については、国庫補助事業については公共事業等債となるため、

　多額の地方債を発行して道路整備を行ってきたことが分かります。

○　地方債を起債して事業を実施する際には、交付税措置の高い有利な起債を活用す

　ることももちろん重要ですが、国の補助金交付状況に見合った事業進捗にする等、

　財源の目処を立てて事業を実施することが重要です。

○　京都府内市町村においても、公共施設・インフラの整備は一定進んできましたが、

　今後は今まで建設した施設等の更新・老朽化対策が必要になってきています。限ら

　れた財源の中でこれらの需要に対応していくには、計画的に公共施設等の更新・老

　朽化対策を行い、人口が減少していく市町村の規模に見合った公共施設等の数にな

　るように、統廃合を進めていくという、公共施設マネジメントの考え方が重要にな

　ってきます。

資料Ⅸ　地方債残高の事業債別内訳　

※臨時財政対策債の残高は除いています。

公共事業等債 
（財源対策債含む）, 

215.6 
公営住宅建設 
事業債, 87.7 

災害復旧 
事業債, 39.0 

学校教育施設等 
整備事業債, 395.7 

社会福祉施設 
整備事業債, 44.1 

一般廃棄物処理 
事業債, 78.1 

防災対策 
事業債, 21.4 

旧合併特例事業債, 
513.38898 

地方道路等 
整備事業債 

 204.7 緊急防災・減災 
事業債, 122.4 

その他一般単独 
事業債, 243.7 

辺地対策事業

債, 49.70973 

過疎対策事業債, 
270.65798 

行政改革推進債, 
21.15383 

退職手当債, 
75.43488 

減収補てん債, 
24.45784 

その他, 531.06066 

（億円） 

総額 
２，９３８．２億円 



○　資料Ⅹは地方債残高の借入先の内訳を示しており、大きく分けると、いわゆる公
　的資金（財政融資資金・地方公共団体金融機構資金（旧地方公営企業等金融機構資
　金））と民間資金（銀行等引受）に分類されます。

○　一般的に、公的資金は低金利で長期間借入が可能ですが、国の策定する地方債計
　画により資金額の枠が定められているため、必ずしも借入れられるとは限りません。

　　一方、民間資金については、利率や借入期間の面で公的資金には及ばないですが、

　届出制度の活用（民間資金のみ実施が可能）による機動的な借入や、条件交渉次第

　では公的資金よりも自由度の高い借入が可能です。

○　過疎・辺地地域所在市町村においては、過疎・辺地対策事業債を活用しているた

　め財政融資資金の割合が高くなっている一方、近年の低金利の状況を踏まえ、積極

　的に民間資金を活用し、低利率での借入を実現している団体もあります。
資料Ⅹ　平成２９年度地方債残高の借入先内訳

○　近年、臨時財政対策債以外のいわゆる建設事業債の残高については減少傾向にあ

　りましたが、平成２９年度においては大型の建設事業が実施され、残高は増加して

　います。

　　団体によって地方債残高の増減状況は異なるものの、特に近年大型の事業を実施

　した団体については、今後長期間に渡って公債費の増大を招くことになります。

○　繰り返しになりますが、大型の事業を実施する場合は公債費が短期間で大幅に増

　加しないよう実施時期に留意しつつ、補助金の確保や普通交付税措置の高い事業債

　を活用することが必要です。

○　また、公的資金に限りがあり、一定民間資金を活用する必要がある以上、利率の

　引き下げのための条件交渉や資金の調達方法の工夫等が必要であり、毎年度地方公

　共団体金融機構で実施している資金調達研修の活用や積極的な情報収集が求められ

　てきます。
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（６）今後の展望と課題

○　人口減少・少子高齢化が進み、税収の大幅な増加があまり期待できない中で、今

　までみてきたとおり、義務的経費の増加が見込まれている状況を踏まえると、今後

　自由に使える財源は一層少なくなるという前提で見通しを立てて、財政運営を進め

　る必要があります。

○　財政運営上取り組むべき課題の一つ目としては、ある程度実施時期に裁量をもつ

　建設事業については、一度地方債を起債すると長期に渡って公債費として市町村財

　政に負担を与えるということを踏まえ、住民の要望を踏まえながら、計画的に実施

　していくことが必要だという点です。

○　また、公債費についてはこれまでの借入から将来的に発生する元利償還金が予想

　しやすいため、公債費が常に一定の水準（※）の中で収まるように適切な規模、タ

　イミングで事業を実施できるよう計画を立てることが求められています。

○　財政運営上取り組むべき課題の二つ目としては、常日頃から財政状況の開示と住

　民・議会へのわかりやすい説明を行う必要があるという点です。

○　今後財政状況の厳しさが増す中で、住民や議会の監視の下、より一層の行財政改

　革を推進するためには、議会や住民の財政状況への理解が必要不可欠となります。

○　財政状況の説明をする際に大前提となるのは、決算を詳細に分析し、わかりやす

　く情報を開示することとなります。また、住民と行政の間で財政に対する共通認識

　を形成するには時間がかかるため、財政状況が悪化してから情報を開示するのでは

　なく、日常的に財政状況の見える化を意識して財政分析を行う必要があります。

○　財政状況の分析は行政の政策判断だけでなく、住民の行政への評価の大前提とな

　るものです。自治振興課においても、今後も市町村財政状況の分析を続け、わかり

　やすい形で府民の皆様に開示していきたいと考えています。

（※）公債費の規模を測る基準として、実質公債費比率がありますが、当該比率が１８％を超える

　　　と地方債を起債するときに許可手続が必要となり、公債費負担適正化計画を策定しなければ

　　　ならなくなるため、常に実質公債費比率が１８％を超えないように事業計画を立てる必要が

　　　あります。



（１）歳入・歳出（フロー）に関するポイント

○　歳入では、税収の８０％以上を個人住民税と固定資産税が占め、比較的安定した

　構造となっています。しかし、個人住民税には個人所得の動向に左右されるという

　一面があるため、税収の安定には、産業の振興や雇用の安定が求められます。

　　一方、府内の市町村毎の税収の状況を見ると、特に市町村民税法人税割を中心に

　税源が偏在しており、京都市周辺部とそれ以外の地域で大きな差が見られます。

○　地方交付税は、この税源の偏在をカバーし、どの地域でも最低限必要な行政サー

　ビスの水準を確保する役割を担っています。

　　しかし、交付税総額の確保は、その財源となる法定５税（所得税、法人税、酒税、

　消費税、地方法人税）だけで賄えない状況が続いています。これは国においては赤

　字国債、地方においては臨時財政対策債の大量発行が続けられており、後年度への

　負担の先送りとなっている点に注意が必要です。

　　また、今後の交付税総額の動向も不透明な状況にあり、景気を回復させ、税源を

　確保・涵養することが課題となっています。

○　合併団体については合併特例期間中で地方交付税が一時的に多くなっていますが、

　平成２７年度以降、地方交付税に関する特例措置（合併算定替）が段階的に縮減し

　ており、平成３２年度には特例措置が終了する団体もあることから、財源確保や行

　財政改革の取組が引き続き重要となっています。

○　歳出については、社会保障関連経費が１０年前と比べると１．５８倍となってお

　り、人件費や公債費を削減して、財源を捻出する手法にも限界がきている状態とな

　っています。今後さらなる少子高齢化社会を見据えれば、社会保障の充実・安定化

　は必要不可欠であり、さらなる財源を確保することが課題となっています。

　１－１　決算の状況及び課題



（２）決算収支

○　財産売却収入を基金に積み立てた団体があったため、前年度（２５億３４百

　万円の赤字）から黒字転換しました。

　　しかし、１７団体において実質単年度収支が赤字となっており、引き続き厳

　しい財政状況が続いています。

資料１　実質単年度収支の推移（市町村計）

（３）歳入の状況

○　平成２９年度は大型の建設事業や学校整備事業の実施による地方債の増加や、

　景気の回復基調による地方税収の増などにより、過去最大の歳入規模となりまし

　た。

資料２－１　歳入の推移（市町村計）
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○　税収は、平成１９年度に所得税等の税源移譲により大幅な増加が見られました

　が、その後リーマンショックの影響等により減少し、近年はほぼ横ばいで推移し

　ています。平成２９年度は景気の回復基調を受けて、市町村民税（法人税割）等

　が増となったことから、地方税全体として増となりました。また、徴収率は各市

　町村の努力に加え、京都地方税機構の発足もあり、同機構が本格的な徴収業務を

  開始した平成２２年度以降増加傾向にあります。

資料２－２　地方税と徴収率の推移

○　平成２９年度は、社会福祉費の増加及び臨時財政対策債償還費の増加などによ

　り普通交付税が増加し、地方交付税の総額は増加しました。

　　また、臨時財政対策債（後年度に交付税算入あり）も増加したことで、実質的

　な地方交付税の総額も増加しました。臨時財政対策債は引き続き高い水準で推移

　しており、留意する必要があります。

資料２－３　実質的な地方交付税額（臨時財政対策債含む）の推移
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○　人口１人当たり地方交付税は、過疎地域等財政力の低い地域で高くなってい

　る一方、不交付団体である久御山町や都市部で低くなっています。

資料２－４　人口１人当たり地方交付税

○　人口１人当たり地方税は、自治体間で最大３．７０倍の開きがあり、税源が

　偏在している状況が続いています。

資料２－５　人口１人当たり地方税
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○　人口１人当たり個人住民税は、域内の経済活動や所得と密接な関連が見られ、地
　域の経済力は人口減少や高齢化にも影響を受けます。このため、市町村が社会構造
　の変化に対応していくことが求められます。
資料２－６　人口１人当たり個人住民税

○　人口１人当たり法人住民税は、自治体間で偏在が大きく、立地企業の業種や

　資本取引等にも大きく左右されることから、経年の推移を分析する必要があり

　ます。　
資料２－７　人口１人当たり法人住民税
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○　人口１人当たり固定資産税は、企業分も含むため、工場や発電所などが多く所在
　する団体で高くなる傾向があります。

資料２－８　人口１人当たり固定資産税

○　市町村税の徴収率は、京都地方税機構の取組もあり、全体として増加傾向にあり

　ますが、大口滞納者の存在や不納欠損処分の遅れなどを要因として、小規模団体に

　おいて徴収率が低い傾向にあり、引き続き滞納整理の強化への取組が必要です。

資料２－９　徴収率（現年課税分＋滞納繰越分）
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○　各市町村の税目別構成比を見ると、市町村民税所得割・市町村民税法人税割・固
　定資産税の３税目で税収の８割を超えています。
　　工場や企業が立地する地域は法人税割や固定資産税（償却資産）の構成比が高く、
　京都市近郊等住民が多く居住する地域は所得割や固定資産税（土地）の構成比が高
　い傾向があります。

資料２－１０　各市町村税目別構成比

○　固定資産税と市町村民税所得割の構成比の分布を見ると、ベッドタウン等住民が

　多く居住している地域は所得割が大きいため右下に、工場が多く立地している地域

　は固定資産税が大きいため左上に立地していることが分かります。

資料２－１１　固定資産税と市町村民税所得割の構成比の分布図
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資料２－１２　市町村税の主な税率
(平成３０年４月１日現在)

京 都 市 ○
（注１）

11.9 ○ 0.3
（注１）法人税割9.7%(資本金等の額
が3億円以下で、かつ、法人税額年
1,600万円以下の法人)

福 知 山 市 1.2 12.1 1.5 0.1

舞 鶴 市 1.2 12.1 1.6 －

綾 部 市 1.2 12.1 1.5 0.1

宇 治 市 1.2 12.1 ○ 0.25

宮 津 市 1.2 12.1 1.5 0.1

亀 岡 市 1.2 12.1 1.5 0.1

城 陽 市 1.2 12.1 ○ 0.25

向 日 市 1.2
（注２）

12.1 ○ 0.25
（注２）法人税割9.7％(資本金等の額が1
億円以下の法人）

長 岡 京 市 1.2
（注３）

12.1 ○ 0.25
（注３）法人税割9.7％(資本金等の
額が1億円以下の法人)

八 幡 市 1.2
（注４）

12.1 ○ 0.3
（注４）法人税割10.6％(資本金等の
額が5億円未満の法人)

京 田 辺 市 1.2 12.1 ○ 0.28

京 丹 後 市 1.2 10.9 ○ －

南 丹 市 ○ 12.1 1.5 0.2

木 津 川 市 1.2 12.1 ○ 0.15

大 山 崎 町 1.2
（注５）

12.1 ○ 0.1
（注５）法人税割9.7％(資本金等の
額が1億円以下の法人)

久 御 山 町 1.2 11.1 ○ 0.22

井 手 町 1.2 12.1 ○ 0.25

宇 治 田 原 町 1.2 12.1 ○ －

笠 置 町 1.2 12.1 ○ －

和 束 町 1.2 12.1 1.5 －

精 華 町 1.2 12.1 ○ 0.25

南 山 城 村 1.2 12.1 ○ －

京 丹 波 町 ○ 12.1 1.5 －

伊 根 町 1.2 12.1 ○ －

与 謝 野 町 1.2 12.1 ○ －

標準税率 － 3 9.7% 0 1.40% 18 0.10% 4

1.2倍 23 10.9% 1 1.50% 7 0.15% 1

11.1% 1 1.60% 1 0.20% 1

11.9% 0 0.22% 1

12.1% 19 0.25% 6

不均一 5 0.28% 1
制限税率0.30% 2

合計 26 26 26 16

※個人住民税は、全団体一律（均等割3,500円、所得割6％）
※軽自動車税は、全団体一律（標準税率）

都市計画税には制限税率があり、
標準税率はありません。

法人税割・合併特例による
不均一課税等の状況

法人均等割 法人税割
○は標準税率
（1.4％）

制限税率
（0.3％）○は標準税率

○は標準税率
（9.7％）

(倍)  (％)  (％)  (％)

区　　分

超過税率

市　町　村　民　税 固定資産税 都市計画税



○　府内の合併団体は、合併後１４～１５年間は経過措置として一時的に地方交付税

　や臨時財政対策債が増額となっており、特に京丹波町においては、歳入に対して占

　める合併算定替の効果額が大きくなっています。

　　合併算定替による増額分は平成３２年度から終了する団体が出始めるので、合併

　算定替の終了を見据えた財政運営が必要になってきます。

資料２－１３　普通交付税における合併算定替の効果

※合併算定替の適用期間及び適用規模
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※合併後９年到来時期（合併特例法（H17.4.1施行）） 
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 は、合併後１１年到来時期 
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合併算定替の効果額が歳入に占める割合【右軸】 



○　財政力指数とは、地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財

　政需要額で除して得た数値の過去３年間の平均値です。あまり大きく変動する指標

　ではありませんが、不交付団体の久御山町や都市部で高い数値となっています。

○　一方で、過疎地域等税収入が低い地域については財政力指数が低くなっており、

　税収が低い分相対的に、収入にしめる普通交付税額が高くなっています。

資料２－１４　財政力指数の推移（京都市を除く府内市町村平均）

資料２－１５　市町村別財政力指数
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（４）歳出の状況

○　平成２９年度の歳出は、社会保障関連経費の増加、大型の建設事業や学校整備事

  業の実施に伴う投資的経費の増加、多額の財産売却収入を基金に積立てたことによ

  る積立金の増加などにより、過去最大の規模となりました。

資料３－１　歳出規模の推移

資料３－２　平成２７・２８・２９年度と平成１１年度の歳出決算額の比較

　○　直近１０年間を除けば
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　　１１年度とを比較すると、

　　その内訳は大きく変化し

　　ています。

　○　人件費や普通建設事業

　　費等は大きく減少してい
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　　物件費は大きく増加して

　　います。

　○　公債費は、近年ほぼ横

　　ばいの傾向ですが、その

　　内訳は、建設地方債がほ

　　ぼ横ばいである一方、臨

　　時財政対策債が年々増加
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○　施設別の物件費でみると、ゴミ処理施設やし尿処理施設といった、衛生部門の物

　件費の負担が大きくなっています。

　　他にも、公会堂・市民会館・公民館といった公共施設や庁舎等、保育所等の物件

　費が大きくなっており、公共施設の適正管理や保育所の統廃合・民営化等が重要な

　財政課題となっています。
資料３－３　施設別の物件費（京都市を除く府内市町村計）

※施設に係る物件費であり、物件費総額とは一致しません。

○　一部事務組合の市町村負担金については、補助費等に分類されています。
　　公債費見合いの負担金の多くがゴミ処理・し尿処理関係の一部事務組合への負担

　金が占めており、１０年間で公債費見合いの負担金が大きく減少していますが、こ

　れはし尿処理施設等の元利償還金の支払が完了したためです。

　　近年は、ゴミ処理場の新設や更新等により投資的経費が増加しています。

資料３－４　一部事務組合負担金の推移について

※その他の歳出項目の分析については、特集欄をご覧ください。
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（５）財政構造の弾力性

○　財政の弾力性を表す「経常収支比率」は、平成２８年度は一般財源等が減少した

　ことに加え、経常経費（扶助費、公債費等）が増加したことにより悪化しました。

　　平成２９年度も、税収が増収となり、経常収支が改善する団体がある一方で、多

　くの団体で扶助費や公営企業への繰出金等が増加したことにより、全体として経常

　収支比率は悪化しました。

　　近年の比率の改善は地方消費税交付金・地方交付税の増額など経常一般財源（比

　率算出における分母）が拡大したという要素が大きく、経常的支出に充てる一般財

　源の額（分子）はむしろ増加し続けていることに注意が必要です。

資料４－１　経常収支比率の推移（京都市を除く府内市町村平均）

資料４－２　市町村別経常収支比率
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（６）地方債現在高及び基金残高（ストック）

○　府内市町村の地方債残高（普通会計、公営事業、公営企業、一部事務組合）は、

　府内総生産（京都市除く約４兆円）の約１／４に、また平成２９年度歳出額

　（４，９７８億円）の約２倍に相当します。

○　地方債残高は繰上償還の実施や公共投資の抑制等により、平成１７年度をピー

　クに減少傾向となっていましたが、近年は、臨時財政対策債の残高の増加等によ
　り、ほぼ横ばいで推移しています。

○　なお、人口１人当たりの地方債残高が多くても、「実質公債費比率」や「将来

　負担比率」が低くなっている場合があります。これは、比率の算定に当たって、

　臨時財政対策債や過疎債等の交付税算入のある地方債や、充当可能な基金等が控

　除されることが一因となっています。

　

○　過去の公共投資が地方債残高に反映する結果となっていますが、地方債の償還
　が終わった施設については、施設更新の検討が必要になる場合があります。公共

　投資を抑制する一方で、こうした施設の更新に対応していくことが課題になって

　きています。

資料５－１　地方債残高の推移（公営事業、公営企業、一部事務組合を含めた全会計）
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○　普通会計の地方債残高は、増加に転じました。

　　これは、平成１３年度以降地方債発行額の大部分を占めてきた臨時財政対策債の

　残高の増加に加え、平成29年度は大型の建設事業や学校整備事業が実施され、多額

　の地方債を発行したことによります。　

　　結果、臨時財政対策債を除いた地方債残高は、１６年ぶりの増加となりました。

資料５－２　地方債残高の推移（普通会計）

資料５－３　人口１人当たり地方債残高（普通会計（一部事務組合分を除く））
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○　基金については、リーマンショックを契機として、経済危機や人口減少など不

　測の事態や、公共施設の老朽化対策に備えて、各団体において積み立てています。

　　平成２９年度の財政調整基金残高は増加に転じましたが、これは、多額の財産

　売却収入を財政調整基金に積み立てた団体があったためです。他の多くの団体で、

　財源不足を補うために積立額を超える取り崩しを行っており、引き続き厳しい財

　政状況となっています。

資料５－４　基金残高の推移

資料５－５　　人口１人当たり基金残高
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（１）実質赤字比率及び連結実質赤字比率

○　平成２０年４月に施行された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基

　づき算出された健全化判断比率のうち、府内市町村で「実質赤字比率」及び「連結

　実質赤字比率」で早期健全化基準を超過する団体はありませんでした。

（２）実質公債費比率

○　一部事務組合や公営企業の償還等も含めた地方債の返還額及びこれに準ずる額の

　規模を指標化し、借金返済の重さを表す「実質公債費比率」についても、早期健全

　化基準（２５．０％）を超過する団体はありませんでした。

　　なお、全体としては実質公債費比率は低下傾向ですが、繰出金の増加等により実

　質公債費比率が悪化し、昨年度に引き続き、地方債の発行に許可が必要となる

　１８．０％以上となった団体が１団体ありました。

資料６－１　実質公債費比率の推移（京都市を除く府内市町村平均）

資料６－２　市町村別実質公債費比率

　１－２　健全化判断比率の状況
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（３）将来負担比率

○　一部事務組合や公営企業も含めた地方債の残高や、将来支払っていく可能性のあ

　る負担等の額を指標化し、将来の財政圧迫の程度を示す「将来負担比率」について

　も、早期健全化基準（３５０．０％、政令指定都市は４００．０％）を超過する団

　体はありませんでした。

資料６－３　将来負担比率の推移（京都市を除く府内市町村平均）

資料６－４　市町村別将来負担比率
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（１）地方公営企業の経営状況

○　本来独立採算で行うべき地方公営企業は、各事業の特性によって経営状況に違い

　がみられます。

　　特に下水道、簡易水道については基準外繰入によって収支均衡・資金不足解消を

　図る傾向が強く、経営改革が必要となっています。

　　なお、平成26年度決算から公営企業会計制度が改正されたことにより、公営企業

　会計を適用する事業の資金状況については、減少傾向が見られますが、経営の状態

　が変わるものではありません。

資料７－１　公営企業の経営状況（資金不足の状況（解消可能資金不足額控除前））

資料７－２　地方公共団体財政健全化法に基づく資金不足比率の状況（％）

　１－３　地方公営企業及び第三セクターの状況
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25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

福知山市 - - - - -

舞鶴市 - - - - -

城陽市  4.6（下水道）  6.2（下水道） - - -

京都市
 24.4（地下鉄）
 5.2（市バス）

 
 14.8（地下鉄） - - -



○　上水道事業は、普通会計からの基準外繰入を行わなくても剰余金が生じており、比
　較的健全な経営状況にあります。

　　しかしながら、節水の普及や人口減少により、今後厳しい経営が予想されること

　から注意が必要です。

資料７－３　上水道事業の経営状況

○　簡易水道事業は、大半が普通会計からの基準外繰入を行って、実質収支を黒字化又

　は収支均衡を図っており、非常に厳しい経営状況となっています。

資料７－４　簡易水道事業の経営状況

　　※実質黒字額は「形式収支」から「翌年度に繰越すべき財源」を控除したものです。

　　※宮津市、舞鶴市、亀岡市、南丹市は平成３０年度より上水道事業に事業統合。

　　　統合に伴い、打ち切り決算を行っているので、前年度と比較すると数値の差が生じている場合があります。
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○　下水道事業は、普通会計等からの基準外繰入がなければ資金不足が生ずる状況と

　なっており、抜本的な経営改善が求められます。

資料７－５　下水道事業の経営状況（解消可能資金不足額控除前）

※公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、漁業集落排水事業の合計

※統計上、基準外繰入には他会計繰入金のほか、他会計出資金、他会計補助金、他会計借入金が含まれます。

○　病院事業は、基準外繰入を行っている病院があるものの、公立病院改革プランに

　基づく経営改善への取組などにより、特に急性期を担う大規模病院ほど資金繰りは

　比較的安定してきている状況にあります。

資料７－６　病院事業の経営状況
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資料７－７　人口１人当たり企業債残高（全公営企業会計／一部事務組合分を除く）

資料７－８　水道料金（20立方m／月使用した場合の料金）

※笠置町、和束町、京丹波町、南山城村、伊根町は１３㎜口径、その他は２０㎜口径の料金です。
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資料７－９　下水道料金（20立方m／月使用した場合の料金）

資料７－１０　水道・下水道料金合計（20立方m／月使用した場合の料金）

※　水道料金は、上水道事業を実施している市町村は上水道料金を、それ以外は簡易水道料金を算出

　　下水道料金は、和束町及び京丹波町については特定環境保全公共下水道、伊根町については漁業集落排水、

　ほかは公共下水道で算出しています。

　　なお、笠置町、南山城村は公営企業として下水道事業を実施していないため、水道料金のみの金額です。
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（２）第三セクターの経営状況

○　第三セクターは事業によって経営状況に違いがみられ、不良債務が生じたり多額

　の補助で収支均衡を図ったりするなど、経営改革が必要となっている法人もありま

　す。
資料８－１　第三セクターの経営状況

※資料：第三セクター等の状況に関する調査

※報告地方公共団体の単位で集計

※土地開発公社及び指定管理者収入代行方式の病院事業は除きます。

○　第三セクターのうち土地開発公社については、多額の長期保有土地を抱えて
　いる法人もあり、解散も視野に入れた早期の見直しが必要となっています。
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剰余金額 不良債務額 市町村からの補助金額 

丹後 中丹 南丹 山    城 

資料８－２ 土地開発公社の経営状況 

（単位：百万円）

公社名 出資(設立)団体
債務保証等

簿価総額

うち５年以上

保有

うち５年未満

保有

５年以上保有額／

標準財政規模

舞鶴市土地開発公社 舞鶴市 0 0 0 0.0%

宇治市土地開発公社 宇治市 989 915 74 2.6%

亀岡市土地開発公社 亀岡市 0 0 0 0.0%

乙訓土地開発公社 向日市、長岡京市、大山崎町 386 0 386 0.0%

城南土地開発公社

城陽市、八幡市、久御山町、

井手町、宇治田原町、笠置町、

和束町、南山城村

2,488 2,368 120 5.3%

丹後地区土地開発公社
宮津市、京丹後市、伊根町、

与謝野町
210 210 0 0.6%

学研都市京都土地開発公社 京田辺市、木津川市、精華町 335 34 301 0.1%

合計 4,408 3,527 881 1.6%

※資料：平成２９年度土地開発公社事業実績調査




